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鉄道助成部助成第一課

資料３－３
平成２８年度審査実施状況（個別案件）



◇補助目的
鉄道技術開発を促進し技術水準の向上を図ることを目的として、鉄道分野に
関する技術開発を実施する能力を有する法人が行う技術開発に要する費用の
一部を補助する

◇補助対象
・新技術の鉄道への応用に係る基礎的、基盤的技術開発
・安全対策に係る技術開発
・環境対策に係る技術開発

◇補助事業者
・公益財団法人鉄道総合技術研究所
・鉄道分野に関する技術開発を実施する能力を有するもの

(三菱重工交通機器エンジニアリング㈱・近畿車輛㈱・㈱高見沢サイバネティックス・㈱東芝)

◇補助率
補助対象技術開発に要する経費の２分の１

１．鉄道技術開発費補助金制度の概要
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（公財）鉄道総合技術研究所及び技術研究組合

その他の法人（鉄道分野に関する技術開発を実施する能力を有するもの）

国

補助金

鉄道・運輸機構

２．鉄道技術開発費補助金の仕組み

補助金

鉄道技術開発課題評価委員会

鉄道技術開発課題評価委員会は、各分野の専門家
（委員長１名、委員５名）で構成され、鉄道技術開
発費補助金における技術開発を効果的・効率的に推
進し、その成果が社会・経済に貢献できるものとな
るよう、評価を行っている。

技術開発テーマの評価
・事前評価
・事後評価
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平成2８年度 鉄道技術開発費補助金等の交付手続フロー

３．補助金手続きと審査実績

国土交通省

鉄運機構

鉄道総研

現
地
審
査

3/9～10

交付
申請 〔通知〕

交付
申請

交付
決定

6/21

6/21

6/28

6/28

（審査）

交付
決定

〔通知〕

計画変更承認

1/31

2/6

3/16

計画変
更届

計画変更承認

計画変
更届

3/16

完了実績
報告 〔通知〕

3/29

3/30 4/11

4/11
額の
確定

完了実績
報告

額の
確定

請求 〔通知〕

請求 振込

4/11

4/11

4/25

4/26

振込
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４．鉄道技術開発費補助金の予算額の推移

年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

予算額 500 460 490 490 400 375 393 362 336

年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算額 522 399 396 338 334 330 344 289 170

単位：百万円

注１ 補正予算分を含む。

注２ 平成１３年３月から補助対象事業者に技術研究組合が加わる

注３ 平成１９年４月から補助対象事業者に鉄道分野に関する技術開発を実施する能力を有するものが加わる 4



◇公益財団法人 鉄道総合技術研究所（１２テーマ）
★脱線しにくい台車の開発
★簡易な軌道支持剛性評価手法の開発
★高架構造物の常時モニタリング技術の実用化の研究 など

◇三菱重工交通機器エンジニアリング株式会社
・マルチドア対応ホームドアの安全性向上とトータルコスト低減にむけた技術開発

◇近畿車輛株式会社
★マルチオペレーション型スマート電車 標準電車システムの開発

◇株式会社 高見沢サイバネティックス
・昇降バー方式ホーム柵1300mm化の技術開発

◇株式会社 東芝
・鉄道用走行安全支援装置の開発

★印は平成２８年度に完了した研究開発を示す。

５．技術開発費補助テーマ（平成２８年度）

５事業者・１６テーマ
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６．脱線しにくい台車の開発（鉄道総研）

◇ 補助対象事業 「脱線しにくい台車の開発」

◇ 補助対象事業費 ７０百万円

◇ 補助金 ３５百万円

◇ 補助対象期間 平成２７年度～平成２８年度

◇ 事業費内訳

施設費 →試験線賃借

原材料費・消耗品費→部品購入・消耗品購入

役務費・外注費 →測定解析（試験走行）、試験用機材レンタル等

その他の経費 →交通費
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６．脱線しにくい台車の開発（２）

新しい要素技術による横圧低減策を具備した軸箱支持機構を開発するとともに、こ

れを輪重減少抑制台車に導入し、横圧の低減と輪重減少の抑制の両面から乗り上が
り脱線の防止を図る「脱線しにくい台車」を開発する。

（目的）

(特徴)
鉄道車両が走るとき、車輪からレールに対しては、横方向に押し付け

る力(横圧) と下方向に押し付ける力(輪重) がはたらく。

車輪がレールに乗り上がって脱線する「乗り上がり脱線」は、横圧が極
端に大きくなり、かつ、輪重が小さくなるときに発生しやすくなる。
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６．脱線しにくい台車の開発（３）
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(概要)
「脱線しにくい台車」は、台車枠の側ばり(台車の前後の車輪や
車軸部分をつなぐ梁)が横ばり(側はりをつなぐ枕木方向の梁)に
対して回転する機構を持ち、軌道の平面的なねじれに対して車
軸だけでなく台車枠全体で追従させることで、輪重が小さくなる
ことを抑えることができる(輪重減少抑制機構、図１)。

さらに、曲線区間では車軸をアクチュエーターで操舵制御する
機構を持ち、軌道に対する車軸の角度(アタック角)を小さくする
ことで、横圧を低減することができる(アシスト操舵機構、図２)。



６．脱線しにくい台車の開発（４）

(結果) MIHARA試験センターにおいて、試験車両を走行
させ、台車の性能確認及び耐久試験を実施した結果、
一般的な構造の台車と比べて輪重減少率は、概ね３割
程度小さくなることが確認できた(図３)。
更に、アシスト操舵機構を加えた場合の横圧低減効果
は、概ね 1/2から 1/3程度に小さくなることが確認でき
た(図４)。
この結果、脱線係数平均値が、一般的な構造の台車

と比べて概ね半分程度となり、乗り上がり脱線に対する
安全性が大幅に向上することを確認した（図５）。

本台車の実用化に向けた耐久走行試験は、走行距離
5,000km(H28.7.27)を達成し、試験施設から引き揚げて、
いったん解体し、摩擦部品の健全性調査などを実施し
たところ、構造上の問題となる事例は確認されなかった。
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７．鉄道技術開発費補助金交付申請
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◇交付申請者；公益財団法人 鉄道総合技術研究所 理事長
◇交付申請額；２２４，０００，０００円
◇補助事業の目的及び内容；
・防災・減災対策に資する技術開発として、耐震性評価と対策に資する技術開
発を進める。
・気象災害対策に資する技術開発として、応急復旧に資する技術開発を進め
る。
・新技術を用いた老朽化対策（地方鉄道の維持管理コスト低減）に資する技術
開発として、保守業務の効率化に資する技術開発を進める。
・運転・車両の安全性向上に資する技術開発として、走行安全性に資する技
術開発を進める。
・蓄電池等を活用した省エネルギー等の技術開発として、車両・地上設備の消
費エネルギー予測に基づくエネルギーネットワーク制御手法に資する技術開
発を進める。

◇交付申請受付日；平成２８年６月２１日



８．鉄道技術開発費補助金交付決定に係る審査

《交付決定に係る審査 》 （H28.6.21）

◇事業者から補助金交付申請書及びその添付書
類の提出を受け、取扱要領の関係規定等のほか
審査チェックシートに基づき申請内容を確認

具体的には、

・事業内容が取扱要領に定める補助対象事業の
範囲に適合しているか。

・補助事業者たる資格要件に適合しているか。

・補助金額の算定基準に適合しているか。

・補助事業の計画が補助目的に適合しているか。

各チェック項目に適合していることを確認
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９－１．鉄道技術開発費補助金交付決定
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国 機構

補助金対象経費；

４４８，０００，０００円

補助金の額；

２２４，０００，０００円

通知日；平成２８年６月２８日

国から通知
された金額
を通知

機構 鉄道総研

補助金対象経費；

４４８，０００，０００円

補助金の額；

２２４，０００，０００円

通知日；平成２８年６月２８日



９－２．鉄道技術開発費補助金交付決定
（開発テーマ、交付決定額）

平成28年度 鉄道技術開発費補助金の技術開発テーマ（公益財団法人 鉄道総合技術研究所）

開 発 テ ー マ 実施年度 交付決定額(千円)

○リアルタイム地震波形予測法を活用した高機能鉄道地震被害予測シミュレータ H27～H29 25,000

○大規模駅の避難安全性評価シミューレーションプログラムの開発 H28～H30 12,000

○津波伝幡特性を利用した沿岸津波波高と内陸浸水域の早期警戒システム H28～H30 20,000

○危機耐性に優れた鉄道高架橋の提案とその性能評価 H28～H29 13,500

○出水で被災した旧式河川橋りょうの応急復旧法の開発 H28～H29 22,500

★簡易な軌道支持剛性評価手法の開発 H26～H28 15,000

★高架構造物の常時モニタリング技術の実用化の研究 H26～H28 25,000

○山岳トンネル長寿命化のための経済的な補修・補強法の開発 H27～H29 15,000

○鉄道橋の遠隔非接触評価方法の開発 H27～H29 11,000

○地域鉄道に適したロングレール軌道構造の開発 H28～H29 15,000

★脱線しにくい台車の開発 H27～H28 35,000

○車両・地上設備の消費エネルギー予測に基づくエネルギーネットワーク制御手法の開発 H27～H29 15,000

合 計 224,000

★印は平成２８年度に完了した研究開発を示す。
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鉄道技術開発費補助金額の確定に係る現地審査

■現地審査日 平成29年3月9日（木）～10日（金）

■５名の審査員により、補助事業者の事業所に赴き実施。

■審査内容

○ (工事・調査・設備・物品)内容の確認

○ 契約方法

○ 契約内容

○ 工事施工に関する確認

○ (工事・調査)等の完了に関する確認

○ (設備・物品)等の納入(設置)の完了に関する確認

○ 委託(工事・調査)等の確認

○ 設計図書・仕様書等のとおり完成・完了している

○ 支払条件等に基づき適正な金額が支払われている

補助金の額の確定に係る審査チェックシートに基づき、
審査調書の内容を確認し、適正に処理されていることを
確認した。

１０－１．鉄道技術開発費補助金額の確定に係る現地
審査
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■重点審査項目及び結果

・支払状況の全件審査

請求書、支払伝票により全件の支払を確認したところ適正に処理していた。

・役務契約に係る履行実績の確認

人工について、予定数を下回る実績があったため、作業日報等の関係資料と変更契約

書とを照合し確認したところ適正に処理していた。

・契約と実績にかい離がある場合の精算及び契約変更手続きの確認

変更契約書を確認したところ問題はなかった。

・補助事業の契約日が交付決定日以降であるかの確認

交付決定日以前の契約１２件とこれに関連する旅費は、補助金対象外として整理し、

適正に処理していた。

１０－２．鉄道技術開発費補助金額の確定に係る現地
審査
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◇補助対象事業者は、補助対象技術開発を完了したときは、その日から20日

を経過した日又は開発実施年度の翌年度の4月5日のいずれか早い日までに、

技術開発完了実績報告書を機構に提出しなければならない。

≪鉄道技術開発費補助金取扱要領第１０条≫

◇鉄道総合技術研究所から機構に対し、上記規定に基づき、平成２９年３月

２９日付けで完了実績報告書の提出があった。

◇３月の現地審査の時点で未確認だった資料等も確認した。

◇完了実績全体の費用(施設費、機械器具費、原材料費・消耗品費・役務費・

外注費、その他経費)を確認した。

◇何れの審査も厳正に審査し、適正に処理されていることを確認した。

１１－１．完了実績報告
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１１－２．完了実績報告（補助金精算調書）
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１２．鉄道技術開発費補助金額の確定通知
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国 機構

確定補助金額；

１５８，０２２，９４１円

通知日；平成２９年４月１１日
国から通知
された金額
を通知

機構 鉄道総研

確定補助金額；

１５８，０２２，９４１円

通知日；平成２９年４月１１日



END


